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発表会プログラム　
主催：防災科学技術研究所
後援：文部科学省
日時：平成２３年２月２５日（金）13:00 ～ 17:55
場所：東京国際フォーラムＢ５ホール

プログラム

 13:00 ‒ 13:05　開会挨拶 　    　　　　　　　　　　　　　　　　  （理事長　岡田 義光 )            
 13:05 ‒ 13:10　来賓挨拶　　　　　　　　　　　　　　　　    （文部科学省　藤木 完治）

第１部　地震・火山災害軽減への挑戦
 13:10 ‒ 13:40　地震観測データを利用した地殻活動の評価・予測に関する研究 
　　　　　　　　～地震発生メカニズム解明に基づく災害軽減を目指して～

　（地震研究部　堀貞喜）
 13:40 ‒ 14:10　基盤的火山観測施設の整備と火山噴火予知研究の新しい展開　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（火山防災研究部　鵜川元雄） 
 14:10 ‒ 14:40　Ｅ－ディフェンスの活動 －これまでとこれから－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （兵庫耐震工学研究センター  梶原浩一）

 14:40 ‒ 15:30   休憩（ポスター展示・システムのデモンストレーションのコアタイム）

第 2部　特別講演
 15:30 ‒ 16:20　複合災害による首都壊滅
　　　　　　　　　　　（関西大学社会安全学部長、人と防災未来センター長　河田惠昭）

第 3部　安全・安心な社会の構築をめざして
 16:20 ‒ 16:50　雪氷災害の防止と被害軽減のための予測システム開発
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（雪氷防災研究センター　佐藤威）
 16:50 ‒ 17:20　極端気象に強い都市創り－社会実験を通じた早期検知・予測システムの    
                          開発－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（水・土砂防災研究部　真木雅之）
 17:20 ‒ 17:50　災害リスク情報プラットフォームの開発　　

（防災システム研究センター  藤原広行）

 17:50 ‒ 17:55  閉会挨拶　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　
（理事　森脇寛）
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講演概要集　目次

ごあいさつ　（理事長　岡田義光）･･･････････････････････････････････････････････

【講演】

第１部　地震・火山災害軽減への挑戦

地震観測データを利用した地殻活動の評価・予測に関する研究 ～地震発生メカニズム
解明に基づく災害軽減を目指して～･････････････････････････････････････････････
　（地震研究部　堀貞喜）

基盤的火山観測施設の整備と火山噴火予知研究の新しい展開･･･････････････････････
　（火山防災研究部　鵜川元雄）

Ｅ－ディフェンスの活動 －これまでとこれから－ ････････････････････････････････
　（兵庫耐震工学研究センター  梶原浩一）

第2部　特別講演

複合災害による首都壊滅･･･････････････････････････････････････････････････････
　（関西大学社会安全学部長、人と防災未来センター長　河田惠昭）

第3部　安全・安心な社会の構築をめざして

雪氷災害の防止と被害軽減のための予測システム開発･････････････････････････････
　（雪氷防災研究センター　佐藤威）

極端気象に強い都市創り－社会実験を通じた早期検知・予測システムの開発－･･･････
　（水・土砂防災研究部　真木雅之）

災害リスク情報プラットフォームの開発･････････････････････････････････････････
　（防災システム研究センター  藤原広行）
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【ポスター発表】

A.　地震観測データを利用した地殻活動の評価及び予測に関する研究
Ｐ波速度構造から地震発生域を予測する  ･･････････････････････････････････････・･･･････････
　（地震研究部）
地震断層破壊のダイナミクス －実験的アプローチ－  ･･･････････････････････････････････････
　（地震研究部）
日本列島の地下温度構造  ････････････････････････････････････････････････････････････････
　（地震研究部）

B.　国際地震火山観測研究
国際地震火山観測研究  ･･････････････････････････････････････････････････････････････････
　（地震研究部）

C.　実大三次元震動破壊実験施設を活用した耐震工学研究
E-ディフェンスを活用した耐震工学研究－近未来の地震リスクに備えて  ･･････････････････････
　（兵庫耐震工学研究センター）
E-ディフェンスを活用した耐震工学研究－未来の高耐震技術に向けて（１）  ････････････････････
　（兵庫耐震工学研究センター）
E-ディフェンスを活用した耐震工学研究－未来の高耐震技術に向けて（２）  ････････････････････
　（兵庫耐震工学研究センター）

D.　火山噴火予知と火山防災に関する研究
基盤的火山観測施設の整備  ･･････････････････････････････････････････････････････････････
　（火山防災研究部・地震研究部）
シミュレーションを活用した火山噴火予知研究  ････････････････････････････････････････････
　（火山防災研究部）
リモートセンシングによる火山活動の把握  ････････････････････････････････････････････････
　（火山防災研究部）

E.　ＭＰレーダを用いた土砂・風水害の発生予測に関する研究
ＸバンドＭＰレーダネットワーク～防災科研発 局地的豪雨・強風監視システム～ ･･････････････
　（水・土砂防災研究部）
ＭＰレーダを用いたリアルタイム浸水危険度予測  ･･････････････････････････････････････････
   －１０分毎に１時間先まで１０分毎の降水予測・浸水危険度予測、道路浸水観測で評価
　（水・土砂防災研究部）
土砂災害を予測する  ････････････････････････････････････････････････････････････････････
　（水・土砂防災研究部）
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F.　台風災害の長期予測に関する研究
台風災害の長期予測に関する研究  ････････････････････････････････････････････････････････ 
　（水・土砂防災研究部）
高精度高潮計算のための大気－海洋－波浪結合モデルの開発とその精度検証  ･･････････････････
　（水・土砂防災研究部）

G.　雪氷災害発生予測システムの実用化とそれに基づく防災対策に関する研究
雪氷災害発生予測システム　－概要と試験運用－  ･･････････････････････････････････････････
　（雪氷防災研究センター）
観測・実験による雪氷防災研究　－雪氷災害発生予測のために－  ････････････････････････････
　（雪氷防災研究センター）
雪氷ハザードマップの開発  ･･････････････････････････････････････････････････････････････
　（雪氷防災研究センター）

H.　災害リスク情報プラットフォームの開発に関する研究
災害リスク情報プラットフォームが目指すもの  ････････････････････････････････････････････
　（防災システム研究センター、災害リスク情報プラットフォーム研究ＰＪ）
災害リスク情報の分散相互運用環境  ･･････････････････････････････････････････････････････
　（防災システム研究センター、災害リスク情報プラットフォーム研究ＰＪ）
地域を支える情報基盤「eコミウェア」の開発 ･･･････････････････････････････････････････････
　（防災システム研究センター、災害リスク情報プラットフォーム研究ＰＪ）
地域の防災力向上のための災害リスクガバナンス ･･････････････････････････････････････････
　（防災システム研究センター、災害リスク情報プラットフォーム研究ＰＪ）
地震ハザードステーション　Ｊ－ＳＨＩＳ ････････････････････････････････････････････････
　（防災システム研究センター、災害リスク情報プラットフォーム研究ＰＪ）

J.　地震防災フロンティア研究
医療防災の研究  ････････････････････････････････････････････････････････････････････････
　（地震防災フロンティア研究センター）
IT（情報技術）を活用した自治体の危機管理  ････････････････････････････････････････････････
　（地震防災フロンティア研究センター）
防災科学技術情報基盤の形成  ････････････････････････････････････････････････････････････
　（地震防災フロンティア研究センター）

K.　主な外部資金プロジェクト
高度即時的地震情報伝達網実用化プロジェクト  ････････････････････････････････････････････
　（防災システム研究センター）
統合化地下構造データベース  ････････････････････････････････････････････････････････････
　（防災システム研究センター、災害リスク情報プラットフォーム研究ＰＪ）
首都直下地震防災・減災特別プロジェクト ････････････････････････････････････････････････・
　（兵庫耐震工学研究センター）
長周期地震動による被害軽減対策の研究開発  ･･････････････････････････････････････････････
　（兵庫耐震工学研究センター）
震災時における建物の機能保持に関する研究開発  ･･････････････････････････････････････････
　（兵庫耐震工学研究センター）
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58

ひずみ集中帯の重点的調査観測・研究  ････････････････････････････････････････････････････
　（地震研究部）
フィリピン地震火山監視能力強化と防災情報の利活用推進  ･･･････････････････････････････････
　（地震研究部）
気候変動に伴う極端気象に強い都市創り  ･･･････････････････････････････････････････････････
　（水・土砂防災研究部）

L.　共用施設
大型耐震実験施設  ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････
　（防災システム研究センター）
大型降雨実験施設  ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････
　（水・土砂防災研究部）
実大三次元震動破壊実験施設(E-ディフェンス)の概要  ･･･････････････････････････････････････
　（兵庫耐震工学研究センター）
雪氷防災実験棟  ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････
　（雪氷防災研究センター）

M.　その他
災害情報は防災研究の要石－自然災害情報室 ････････････････････････････････････････････････
　（自然災害情報室）
地すべり地形分布図の作成及び刊行・解析  ･････････････････････････････････････････････････
　（防災システム研究センター）
Dr.ナダレンジャーの科学実験教室２０１１  ････････････････････････････････････････････････
　（防災システム研究センター）
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ご あ い さ つ

　本日は、防災科学技術研究所の第7回成果発表会においでいただき、ありがとうございます。当研

究所は，1963年４月に科学技術庁の所管する国立の試験研究機関のひとつとして，「国立防災科学技

術センター」という名称で東京に設立され，その後1978年４月に筑波研究学園都市へ移転いたしまし

た。1990年６月には現在の「防災科学技術研究所」という名称に変更され，また2001年４月には独立

行政法人という組織に生まれ変わっています。

　独立行政法人になってからは，５年毎の「中期計画」に従って研究所の業務が進められるようにな

り，本年4月には第２期から第３期の５年間へと移行する節目を迎えます。これまで，折に触れて全

所的な研究成果の発表会を開催してまいりましたが，今回は，独立行政法人化されてから７回目の成

果発表会となります。第２期の５年間が間もなく終了するということで，本日は，これまでの５年間

を総括するとともに，今後の５年間を展望する機会にしたいと思っております。

　この５年間，当研究所は防災に関するさまざまな基礎研究や技術開発，そして成果を社会へ還元す

る活動を続けてまいりました。

　まず，地震災害分野では，平成７年の阪神・淡路大震災を受けて整備が進められた全国的な地震観

測網，および実大三次元震動破壊実験施設（E-ディフェンス）を強力な道具として，画期的な成果を次々

と生み出してきております。

　地震の観測・予測に関しては，日本列島の地下でこれまで知られていなかった様々な「ゆっくり地震」

や「繰返し地震」などの興味深い現象が発生していることを発見し，これらは来たるべき巨大地震の発

生と何らかの関連を有している可能性が高いことを確かめてきました。また，全国的な地震観測網の

データはオンラインで気象庁および東京大学地震研究所に伝送され，これらは「緊急地震速報」などの

防災業務や，大学における学術研究に役立てられています。

　一方，E-ディフェンスを用いた震動実験では，木造住宅，鉄筋コンクリートビル，鉄骨造建物，橋

梁など，様々な実物大構造物について耐震性能を確認する試験が続けられてきました。これまでに，

 

独立行政法人
防災科学技術研究所
理事長　岡田 義光
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学校や病院，超高層ビルなどについて，機能保持を図るためにはどのような条件が必要かということ

を明らかにしてきました。また，最近問題となっている「長周期地震動」が免震構造物に及ぼす影響を

調べた実験については，国内外から大きな注目を集めています。

　このほか，全国各地の地震危険度や揺れやすさを示す「地震動予測地図」（J-SHIS）の公開については，
空間分解能を1kmから250mに向上させたり，Googleマップとの重ね合わせを実現するなど，使い易
さを高める努力が続けられています。

　次に，火山災害については，最新鋭の火山専用空中赤外映像装置の開発・実用化を進める一方，我
が国の主要な活動的火山に対する基盤的火山観測施設の整備を開始しました。今後は，全国的な地震
観測網と同様に，データ流通を通じて気象庁における監視業務や全国の大学における火山研究に貢献
する体制が整えられる予定になっています。

　気象災害の分野では，防災科学技術研究所が長年培ってきた気象レーダに関する技術が，第2期中
期計画の期間中に脚光を浴びました。地球温暖化とともに，近年大きな問題となってきている集中豪
雨やゲリラ豪雨などの監視に威力を発揮することが実証され，その研究成果が，国土交通省によるマ
ルチパラメータレーダ観測網の全国展開に活用されることになったためです。1時間くらい先の降雨
量を迅速かつ高精度に予測できる特長を利用して，浸水被害危険度の予測や土砂災害危険度の予測に
利用する応用研究も着実に推進されています。
　雪氷災害の分野においても，降積雪の予測から始まって，雪崩や地吹雪などの発生危険度を推定す
る「雪氷災害発生予測システム」がほぼ実用化のレベルに到達し，地方自治体や道路管理事業者等と協
力して，実験的な運用が始められています。
　このほか，第2期中期計画の途中からは，各種の自然災害に対するハザード情報のみならず，個人
にとってより重要なリスク情報を国民一人ひとりに届けることを目的として，「災害リスク情報プラッ
トフォーム」の研究を開始しました。リスク情報の相互運用を行うシステムを開発すると同時に，地
方自治体やボランティアグループなど様々な主体を対象とした社会実験も精力的に進められており，
防災研究の成果を社会に実装するために必要なノーハウを獲得するための作業が続けられています。

　本日の発表会では，第1部と第3部における口頭発表，およびポスター展示により，以上申し上げ
たような第2期5年間の研究成果を中心として，各担当者よりご紹介させていただきます。また第2
部では，ご多忙のところ，関西大学社会安全学部長の河田惠昭先生においでいただき，特別講演「複
合災害による首都壊滅」をお願いしております。きっと刺激的なお話をお聞かせいただけるものと楽
しみにいたしております。

　さて，平成23年度からは，内閣府の総合科学技術会議が定めた「第４期科学技術基本計画」が始ま
ります。ここでは，我が国が抱える様々な政策課題を解決するために科学技術の果たす役割が期待さ
れていますが，防災は，まさしく国家として最重要な政策課題のひとつであります。
　独立行政法人としての第3期を迎える防災科学技術研究所は，気持を新たにして，このような国の
基本目標に合致する研究活動を進めてまいります。関係する皆様方には，どうぞ暖かいご指導ならび
にご支援をお願い申し上げます。
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地震観測データを利用した地殻活動の評価及び予測に関する研究
～地震発生メカニズム解明に基づく災害軽減を目指して～

地震研究部

堀　貞喜

１.はじめに
　全国約1900地点の観測施設で構成される地震観測網は、防災科研が世界に誇る研究基盤施設の一つ

です。本プロジェクトは、この観測網から得られるデータを利用した地震発生メカニズムの解明等を

目的とする研究課題であり、平成18～ 22年度の5カ年計画で実施されてきました。地震災害を軽減

するための方策としては、地震時の揺れに対して建造物等ができるだけ耐えられるようにすることと

同時に、地震そのものの発生メカニズムを解明して事前に対策を講ずるというアプローチが考えられ

ます。後者については、地震国日本の悲願とも言うべき地震予知の実現を最終目標とする極めてチャ

レンジングな取り組みであり、科学技術・学術審議会測地学分科会の建議に基づき、国家的プロジェ

クトとして進められています。防災科研は国立大学等他の研究機関とともにこの計画に参画しており、

本プロジェクトは、その一翼を担う研究課題として位置づけられています。以下では、この5カ年で実

施してきた事業の概要とその主要な成果について報告します。

２.実施内容と成果
（１）観測網の安定的な運用と良質なデータの持続的生産

　防災科研の地震観測データは、防災科研自身の研究だけでなく、国立大学等の研究活動や緊急地震

速報サービスをはじめとする気象庁の監視業務にとっても不可欠なリソースとなっています。例えば、

気象庁は自らの観測データに加えて防災科研や国立大学等の観測データも併せて一元化処理を行って

おりますが、この処理の中で防災科研のデータが使われる割合は全体の半分以上を占めています（図

１）。本プロジェクトでは観測網を安定的に運用するための様々な工夫を凝らし、5カ年を通して稼働

率99%前後という実績を記録しており（図２）、我が国の地震調査研究の着実な進展に大きく貢献して

きました。

（２）地殻活動の迅速かつ的確なモニタリング

地震計は地盤の動きを記録する計器であり、そのデータを解析することにより、いつどこでどのくら

いの規模の地震が発生したか、ということに加えて、地震を起こした（岩盤に加わった）力や揺れの大

きさ（震度）の分布などに関する情報が得られます。本プロジェクトではこれらの情報を迅速に求め、

インターネット上で発信するシステムを開発するとともに、被害を伴うような大地震については、詳

細な解析結果を地震調査委員会等へ報告することにより、地震防災行政に役立てています。こうした

通常の地震以外にも、プレート境界で起きる巨大地震の震源域周辺で起きているゆっくりすべり（SSE）

や低周波微動・超低周波地震等SSEに伴って発生する各種スローイベントを的確にモニタリングするた

めのシステムを開発し、その性状解明にとって有用なデータを蓄積しています。
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（３）地殻活動モデルの構築

　主要な解析対象であるSSE及びそれに伴う各種スローイベントの発生域や内陸活断層地域では、定

常的な観測結果から得られる情報の分析に加え、地震探査・電磁探査等を追加的に実施し、より詳細

なデータ解析を行っています。そして、これらの結果を組み入れた、より現実的な地殻活動モデルの

構築を進めてきました。例えば東海地域のSSEに関しては、プレート形状や摩擦特性等について観測

から推定されるパラメータを組み込んだモデルを構築し、この地域で起きている各種のSSEをシミュ

レーションによって再現する（図３）とともに、将来の大地震の発生に関係する重要な知見も得られて

います。

３.今後に向けて
　世界でもトップレベルにある我が国の地震予知研究の成果をもってしても、発生場所や規模につい

て概ね予測が可能なプレート境界の巨大地震でさえ、事前に警報を出せるような精度でその発生時期

を予測することは、極めて困難であるというのが現実です。しかしながら、地震予知研究を通じて得

られる地震発生メカニズムに関する様々な知見は、大地震の活動推移予測や長期予測に基づくハザー

ドマップの精度向上等、現時点でも地震防災に有効活用されており、今後のブレークスルーを期待し

つつも、地道な研究を着実に継続していくことが、地震国日本の大切な使命であることは間違いない

でしょう。

(左)図１.気象庁一元化処理に

使用されたデータの割合（紺：防

災科研、緑：気象庁、他：国

立大学等それ以外の機関）．

(右)図２.平成18 ～ 22年度に

おける地震観測網稼働率の推移

（青：Hi-net、

赤：F-net、緑：K-NET、紫：KiK-net）．

図３(左).シミュレーションに用いたモデル（沈

み込んだプレート上面の等深線）と低周波微動

の分布．(右)SSEのシミュレーション結果と低

周波微動の時空間分布．横軸は水平距離、縦

軸は上から下に向かって経過時間（年）を表す.

防
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基盤的火山観測施設の整備と火山噴火予知研究の新しい展開
火山防災研究部

鵜川 元雄

１．はじめに
　防災科研では、平成21～ 22年度に浅間山など5火山に孔井式地震傾斜観測装置、広帯
域地震計、GPSを備えた新しい火山観測施設を整備しました。このような観測機器により
火山のゆっくりとした変動から高周波の振動現象まで切れ目なく観測することが可能にな
り、火山噴火予知につながる成果が期待されます。さらに観測データを研究や火山監視に
役立てるため、気象庁や大学等の火山研究や火山防災に関係する機関へのリアルタイム流
通を開始し、また一般へのデータ公開も準備しています。このような新たな仕組みにより
火山観測データがこれまでより多くの研究者の目に触れることになり、研究のすそ野が広
がり、火山噴火予知研究の進展が期待されます。

２．基盤的火山観測網
　防災科研では、これまで伊豆大島、富
士山、三宅島に孔井式地震傾斜観測装
置、広帯域地震計、GPSなどを装備した
火山観測施設を整備し、1986年伊豆大
島噴火や2000年三宅島噴火などにおい
て、これらの観測機器が地下のマグマの
動きを把握するのに有効なことを示して
きました。一方、科学技術・学術審議会
測地学分科会火山部会では、「今後の大学
等における火山観測研究の当面の進め方
について」（平成20年12月）において、
大学の火山観測研究を重点化する火山と
して、阿蘇山など16火山を選択し、防
災科研等がこれらの火山に基盤的な観測
施設の整備を進める方針を打ち出しまし
た（図１）。
　これを受け防災科研では、平成21～
22年度にまず有珠山（1箇所）、岩手山（1
箇所）、浅間山（2箇所）、阿蘇山（2箇所）、霧島山（2箇所）に火山観測施設を整備しました。
各火山ではそれぞれの火山で連続観測を実施している大学や気象庁と連携し、火山噴火予
知研究や火山監視に役立つように観測点を効果的に配置しました。新しい観測施設は山頂
火口からほぼ3～ 7kmの範囲にあり、深さ200ｍの観測井に孔井式地震傾斜観測装置、
地表付近に広帯域地震計とGPSを設置しました（図２と図３）。

図１ 火山観測研究を強化する火山 
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３．観測データの流通と公開
　観測データは常時、つくば本所に伝送されていますが、さらに利活用が進むよう地震
波や傾斜変動データは防災科研の高感度地震観測網(Hi-net)のシステムを活用し、気象庁
や大学等の火山観測関係機関を対象にしたリアルタイムでのデータ流通を開始し、一般
のデータ使用希望者へのWEBを用いたデータ公開を今年度中に開始するための準備も進
めています。またGPSデータの流通・公開についても検討が進められています。

４．期待される成果と今後の研究の展開
　今回、整備した孔井式傾斜地震観測装置、広帯域地震計、GPSは、地下のマグマの動き
や噴火とそれに引き続く静穏化する過程を観測した実績のある高精度の観測機器なので、
新しく設置した火山においても噴火に至るようなマグマの動きがあれば、確実に信号を
捉え、噴火メカニズムの研究や火山噴火予知の実用化に貢献することは間違いありませ
ん。また火山ではしばしば地震活動が活発化します。火山で発生する地震は、熱水やマ
グマなどの火山性流体が多くの場合に関与していると考えられていますが、傾斜計は岩
盤の微小な変形も感知するので、火山性流体の動きを捉え、地震活動が活発化する原因
を特定できるかもしれません。また傾斜計やGPSによりこれまで観測できなかったゆっ
くりとしたマグマの動きを捉えることができるかもしれません。
　このようなデータは今まで限られた研究者しか見ることができませんでしたが、新し
いデータ流通・公開の仕組みによって、多くの研究者の目に触れるようになり、これま
で以上に研究のすそ野が広がり、火山噴火予知研究の進展が期待されます。
 

図２ 観測施設の概要 図３ 浅間山鬼押出火山観測施設の外観 
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Ｅ－ディフェンスの活動－これまでとこれから－

兵庫耐震工学研究センター

梶原 浩一      

１．はじめに
　防災科学技術研究所兵庫耐震工学研究センターは、Ｅ－ディ
フェンスの運用を開始してから2010年4月で6年を迎え、これ
まで46課題の実験を実施ました。
　破壊過程の解明を目的とした実大構造物の実験、施設の貸与
等による外部機関の活用を含め、数多くの実験と研究が進めら
れており、少なからず耐震工学による地震防災の進展に寄与し
ていると感じています。究極には、それらデータを活用した、
構造物の破壊過程を再現できるシミュレーションシステム（数値
振動台）の開発が目標にあります。今年は、2000年のＥ－ディ
フェンス建設着工から数えると11年目になり、研究の方向性に
も新たな展開が見え始めています。

２．これまでの活動
　2002年度より2006年度までの5ヶ年では、文部科学省主導の研究プロジェクト「大都
市大震災軽減化特別プロジェクト」(通称：大大特)が実施され、この中で、「木造建物」、「鉄
筋コンクリート建物」、「地盤・基礎」を対象とし、阪神・淡路大震災の教訓を受けて、破壊
過程の解明と補強効果の実証を目的とする実験が行われました。
　2005年度より開始した、「実大三次元震動破壊実験施設を活用した耐震工学研究プロ
ジェクト」では、大大特で実施されなかった「橋梁（鉄筋コンクリート橋脚）」、「鉄骨造建物」
を課題としました。この選定の背景は、米国の耐震工学研究分野の最大プロジェクトであ
る、NEES（George Brown Jr. Network for Earthquake Engineering Simulation）と防災科
研の共同研究の推進もあります。研究では、その目的を、これまでの破壊過程の解明だけ
ではなく、次世代の高耐震技術の開発・実証を含むものとしています。大大特の後継とな
る「首都直下地震防災・減災特別プロジェクト」は、2007年度より5ヵ年の計画で進めら
れています。南関東で今後30年以内に高い確率で発生すると考えられるM7程度の地震
を対象とし、地震災害の大幅な軽減に貢献することを目的としています。Ｅ－ディフェン
スでは、「震災時における建物の機能保持に関する研究開発」と「長周期地震動による被害軽
減対策の研究開発」の2つの実験研究を進めており、それぞれについて、4層の鉄筋コン
クリート病院モデルと鉄骨高層建物モデルの加振実験が行われました。また、兵庫県とは
2006年度より防災科研とＥ－ディフェンスを用いた共同研究を実施しています。将来の
長周成分を含む地震に対する居住空間の安全性に関する研究をテーマとし、これまで高層
建物の居室内モデルの実験を3回行い、居住空間の安全性についての課題抽出と対策の実
証を行ってきました。

図 高層建物実験 
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　一連の実験・研究は、現状に留まらないより高い耐震性能を目指したものに推移して
おり、着目いただきたいところは、現在の長大・高層化した都市が洗礼を受けていない
長周期成分を含む巨大地震に対抗するための、先鞭を着けた研究が行われたことです。
鉄骨高層建物モデルの建設では、1980年代以前に多数建設されたもので、地上21階、
高さ80メートルの建物を想定しました。ここでは、5階以上の高層階は5階分を1枚のコ
ンクリート錘で代用して，積層ゴムとダンパーを組み込む工夫を施しています（写真）。
長周期地震による加振の結果，下層階の骨組に生じた変形が梁の短部に集中し破断を招
く結果を得ています。同様の長周期地震動による病院モデルと高層居室内モデルの加振
実験では、機器、什器等の挙動の危険性、特にキャスター付き機器の挙動が、機能保持
と安全性で検討すべき課題であることを示しました。今年度の病院モデルの実験では、
その対策の効果が検証されています。将来の課題を目に見えるものとし、対策検討を進
められたことがＥ－ディフェンスの大きな成果です。

３．これから
　Ｅ－ディフェンスは、国民の防災意識を高める上でも少なからぬ役割を果たしている
と確信しています。これからの研究においても、高層建物、免震建物などの長周期成分
を含む地震に大きく応答する構造物について研究を進め、その成果を公知としていきま
す。加えて、地盤・地中構造物の耐震研究、建物を管理するためのモニタリング技術等
の実証も進めようと考えています。また、ライフライン系産業界との共同研究や受託研
究も推進し、Ｅ－ディフェンスの多角的利用と産業界との連携を深めます。例えば、震動
台を巨大な試験機として、構造部材等の性能検証を行う計画も進められています。人災
の低減や複合災害の対策研究も、他部門との連携を持って展開研究として挙げています。
　ところで、Ｅ－ディフェンスの規模と試験装置の能力限界は、阪神・淡路大震災の教訓
による破壊過程の解明に基づくものです。今後その発生が想定される様々な地震動の再
現、長大構造物の応答再現、複合災害への対策研究には、対応できる施設設備の増強が
必要となります。しかしながら、現在の社会情勢では、施設の保守・管理を担保するこ
とで精一杯の状況です。様々なアイディアと可能な範囲での施設の調整を持って、施設
の運営を継続しなくてはなりません。その中で、Ｅ－ディフェンスの活用を進め、地震防
災に貢献する成果を創出していく所存です。
　最後に、Ｅ－ディフェンスの活用に向けて、文部科学省、国内外大学と研究機関の研究
者、地方自治体の防災関係者、民間企業と一般の方々の引き続きのご尽力、ご支援をお
願い申し上げるとともに、国内外の様々な分野の研究者と研究機関の横断的な連携がこ
の施設を介して進み、統合的な防災研究が進展することを懇望する次第です。
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特別講演
複合災害による首都壊滅

【講演概要】
　首都直下地震に続いて首都圏水没が起これば、未曾有の被害の複合災害となる。この前
例が東京にある。1855年11月の安政江戸地震と1856年9月の安政江戸暴風雨である。
このような複合災害が起これば、首都は壊滅し、わが国も衰亡する。首都直下地震に対し
ては、巨大な社会システムの複雑さゆえに対策は進んでいない。これに首都圏水没が続け
ば、被害は想像をはるかに超える。まず、100万人を超える住民避難である。その他にも
地下鉄・地下空間の広域水没や長期間の湛水問題も挙げられる。これらは、初めての経験
であり、はん濫災害が単独で起こっても発生する。もっと恐ろしいのは、地震災害が先行
し、その後はん濫災害が続くという複合災害である。しかも、この災害の組み合わせの発
生可能性は、地球温暖化の進行とともに、年々高まってきているということだ。首都圏の
現状は、「壊滅」という氷山に向かうタイタニック号そのものである。

関西大学理事・社会安全学部長・教授　工学博士
阪神・淡路大震災記念 人と防災未来センター長

河田 惠昭
かわた よしあき

【河田教授ご略歴】
1974年京都大学大学院工学研究科博士課程修了。工学博士。1976年京都大学防災研究所助教授

を経て、93年教授、96年巨大災害研究センター長。2002年阪神・淡路大震災記念 人と防災未来

センター長（兼務）、2005年防災研究所長、2007年巨大災害研究センター長、2010年より現職。

21世紀COE拠点形成プログラム「災害学理の解明と防災学の構築」拠点リーダ。大都市大震災軽減

化プログラム（文部科学省）研究代表者。日本自然災害学会元会長、日本災害情報学会会長。政府

関係では科学技術・学術審議会委員（文部科学省）、中央防災会議「東南海、南海地震等に関する

専門調査会」および「大規模水害対策専門調査会」座長代理。2007年国連SASAKAWA防災賞（本邦

初受賞）、2009年防災功労者内閣総理大臣表彰、2010年土木学会出版文化賞受賞および兵庫県社

会賞受賞。著書：『これからの防災・減災がわかる本』（岩波ジュニア新書）、『スーパー都市災害か

ら生き残る』（新潮社）、『12歳からの被災害学－阪神・淡路大震災に学ぶ78の知恵』（共著）（NHK出

版）など。
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（講演メモ）

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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雪氷災害の防止と被害軽減のための予測システム開発

雪氷防災研究センター

佐藤 威

１． はじめに

　雪国で毎年のように発生する雪氷災害は、そこに暮らす人々の安全・安心を脅かすものであり、そ
の犠牲者は年によっては自然災害による犠牲者の過半数にも達します。1980年代後半以降、暖冬少雪
傾向が定着したかのように思われていますが、2000年以降は数年に一度大雪に見舞われるようになっ
てきました。152名の犠牲者を出した「平成18年豪雪」はその一つですが、この冬も寒冬豪雪傾向となっ
ていて被害の拡大が懸念されています(2011年1月下旬現在)。最近は、雪氷災害が予期せぬところに
局地的、突発的に発生することが多くなりつつあり、経験に基づく従来からの対策では対応できない
場合も見られるようになってきました。また、防雪施設によるハード対策に加えて、災害情報を活用
するソフト対策の重要性も認識されてきました。
　雪氷防災研究センターは、雪氷災害の発生予測情報により災害防止と被害軽減に資するための研究
開発を行っています。第1期では「雪氷災害発生予測システム」のプロトタイプを作りましたが、引き
続く第2期では実用化レベルにすることを目標としてその改良を進め、さらに応用として、雪氷ハザー
ドマップの作成技術の開発研究も行ってきました。

２．5年間の成果の概要
　雪氷災害発生予測システムの全体構成(図1)のうち左側が狭義の予測システムで、災害発生に関わる
雪氷現象を物理法則に従って記述する地域気象、積雪変質、雪崩、吹雪、道路雪氷のモデルから構成
されています。これらによって14時間先までの降雪量、気象状態（風向･風速･気温など）、雪崩の発生
危険度、吹雪による視程低下、道路の雪氷状態を予測します。図1の右側は降積雪の現況をモニタリ
ングするもので、予測システムは観測データの収集･配信･表示機能も併せ持っていることを示してい
ます。第2期では予測システムを一冬の間安定的に運用することが可能となりました。
予測システムを実用化レベルに到達させるためは、個々のモデルの最適化･高度化を進めることに加
え、予測情報が実際の雪氷防災に役立つかを検証しつつシステム全体の改良を進めることも大切です。
以下では、この5年間に得られた成果の一部
を紹介します。
　雪氷災害は雪が降らなければ発生しないの
で、降雪を予測する地域気象モデルは予測シ
ステムの根幹をなすものです。現在､1.2 ～
1.5km分解能の予測計算が可能で、モデルに
含まれる地表面パラメータの改良により各種
雪氷災害の発生に関わる風と気温の予測精度
も向上しました。また、降って来る雪の種類
（雪片やあられなど）の予測を改良するために
詳細雲物理モデルも開発しました。これに関
連し、降雪種を自動判別する手法も開発し、
ドップラーレーダーで観測される雪雲のタイ
プとの関係などを明らかにしました。

図 1　雪氷災害発生予測システムの全体構成



防災科学技術研究所　第 7回成果発表会

12

　雪が積もった後の気象条件に応
じて積雪は多様な変化をし、それ
が災害の発生を左右することもあ
ります。第2期では、積雪中の水
移動過程について研究を進め、そ
のモデル化を達成しました。
　個々の災害モデルは、降雪条件･
積雪条件･気象条件などに応じて、
災害の発生の可能性やその規模な
どを予測するものです。山岳地で
見られる「しもざらめ雪」の発達に
伴う剪断強度の低下予測式を確立
し、厳冬期の表層雪崩危険度の精
度が向上しました(図2)。また、吹
雪の温度依存性や降雪の影響などを
定式化し、吹雪強度と視程の予測精
度が向上しました。さらに、道路雪
氷の物理モデルを開発し、圧雪や
シャーベットのほか、最も危険なブ
ラックアイスの予測も可能としまし
た。
　これらのモデルの改良にあたって
は、ドップラーレーダーによる降雪
分布観測、降雪粒子観測施設におけ
る粒子形状と落下速度の観測、積雪
気象監視ネットワークによる自動観
測、人手による野外調査、雪氷防災
実験棟における低温実験などの結果
が用いられ、検証されたものから順次予測システムに反映してきました。また、観測データの一部を
ホームページで発信するとともに気象台や自治体等の機関に配信し、防災情報としても活用されてい
ます。
　第2期から、防災を担当する現業機関と連携して予測システムの試験運用を開始しました。予測情
報は1日に2回提供され、予測精度の検証のほか、道路管理や雪崩パトロールなどの雪氷防災業務に
役立つか否かなどの評価も頂きながら、予測システムの改良を図るのが目的です。これまで、新潟地
区と山形地区をモデル地区として試験運用を行ってきましたが、実際の道路パトロールの判断に利用
されるなど、予測情報が実用化レベルに近づいてきた事例もあります(図3)。

３．今後の展開
　雪氷防災を担っている現場からは予測情報のさらなる高精度化などの要望が寄せられています。雪
国の安全･安心に直結するこのような要望に応えるべく、第3期においては、予測情報の精細化と誤差
の低減を目標とするリアルタイムハザードマップの開発を新たなテーマとして研究を進めることとし
ました。さらに、緊急時の対応などに利用可能な現況モニタリングも重視し、集中豪雪監視システム
の構築も予定しています。

 

図 2　2010/11/30 に立山で発生した表層雪崩 ( 左 ) と、予測システム
で計算された積雪安定度(右)。赤矢印が雪崩のすべり面(不安定な弱層)
と推定された。

点線で囲まれた 2つの雪崩が連続
して発生し、2名が犠牲となった。

写真：国土交通省　
新潟国道事務所提供

図 3　吹雪時の視程の予測例 ( 右 )
とこの時の吹雪状況 ( 左 )。新潟
市江南区では市道が 5ヶ所通行止
めとなった。
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極端気象に強い都市創り　
－社会実験を通じた極端気象の早期検知・予測システムの開発－

  水・土砂防災研究部

真木 雅之

１．はじめに
　近年、都市域を中心としてごく狭い地域に突発的に発生する局地的大雨や強風などの極
端気象による被害が発生しています。気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第４次評
価報告（2007）によると、地球温暖化の進展に伴いほとんどの陸域で大雨頻度の増加や、
巨大台風の発生数の増加の可能性が高いことが予測されています。一方、都市化によるヒー
トアイランドが大雨を増加させる可能性についても活発に議論されています。社会インフ
ラが高度に発達した都市は極端気象に対する脆弱性が大きく、気候変動に伴う被害の甚大
化を防ぐための対策が急務です。このような背景から、防災科学技術研究所は 2010 年度
から科学技術振興調整費において「気候変動に伴う極端気象に強い都市創り」を開始しま
した。更に、第３期中期計画の中で「都市圏における複合水災害の発生予測に関する研究」
を 2011 年度から開始します。以下、これまでの研究成果、取り組をはじめた研究、今後
の展望について紹介します。

２．Ｘバンドレーダネットワーク（Ｘ－ＮＥＴ）
　X-NET は、関東地方の大学（中央大学、山梨大学、防衛大学校）や研究機関（防災科研、
電力中央研究所、気象協会）が所有するＭＰレーダおよびドップラーレーダをネットワー
クで結び、そのデータを相互に利用活用することを目的に構築されました。X-NET は各
機関のゆるやかな連携に基づくもので、既存の研究施設を相互利用することにより効果的
に研究を進めることができるようになっています。X-NET を構成するレーダのうちMP
レーダは偏波間位相差情報を得ることができ、その情報を元に精度良く降雨量分布を求め
ることができるようになりました。従来の Z-R 関係式を用いた方法は地上の雨量計による
補正を必要とするのに対して、ＭＰレーダは KDP-R 関係式を用いることで、地上の雨量計
による補正をおこなわなくても高精度の雨量情報を１分毎に得ることができます。複数台
のMPレーダによるネットワークを構築することで、弱点だった豪雨時の電波消散領域も
カバーできるようになり、豪雨の監視能力の飛躍的な向上を実現しました。このことは
2008 年の東京都豊島区での豪雨災害で実証されました。MPレーダは、現業のレーダで
は捉えることができなかったゲリラ豪雨を捉える事に成功しました。この成功が大きな
きっかけとなり、国土交通省河川局はH21年度から主要都市域にＭＰレーダネットワー
ク（10エリア、計26台のＭＰレーダ）を設置しました。このＭＰレーダネットワークには、
当研究所で開発したデータ処理および降雨量推定アルゴリズム（特許２件含む）が採用さ
れています。
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３．社会実験を通じた極端気象に強い都市創り
　第２期中期計画で実施した「ＭＰレーダによる土砂・風水害の発生予測に関する研究」で
は、研究成果の社会還元に向けた取組として、ＪＲ東日本や東京消防庁などとＭＰレーダ
情報の利用に関する共同研究を締結し、研究を進めてきました。これらの取組は、科学技
術振興調整費研究「気候変動に伴う極端気象に強い都市創り（総括責任者：岡田義光防災科
研理事長、研究代表者：真木雅之、図１参照）」の社会実験の例として引き継がれます。こ
の研究には、防災科研、気象研究所、東洋大学など計24機関が参加し、理学・工学・社
会学の研究者と自治体等の防災担当者の計約90名が参加しています。首都圏を試験地と
して稠密気象観測網を構築して極端気象の発生プロセスとメカニズムを解明します。　　
　X-NETなどの稠密観測から得られるデータをリアルタイムで処理し、極端気象による災
害が発生する直前に、市町村内の地区スケールで、緊急に防災情報を伝達する「極端気象
早期検知・予測システム」を開発します。システムの開発と実用化にあたっては、救助活
動、地方自治体、鉄道、建設現場、学校、個人等を対象に、緊急時において、どのタイミ
ングにどのような情報を必要としているかを調査・分析します。そして、社会実験を通じ
てシステムの実用化をはかっていきます。

４．今後の展望
　前節で述べたように、ＭＰレーダ等の技術が実用化されゲリラ豪雨などの極端気象の監
視はできるようになってきましたが、より早期からの発生予測やそれによって引き起こさ
れる都市水害、沿岸災害、土砂災害等を予測することは依然として困難です。気候変動に
伴い増加が懸念される極端気象によってこれらの災害が複合的に発生する可能性もあり、
災害の軽減に資するために、その発生メカニズムの解明と災害予測を目的とした研究を進
める必要があります。このため、防災科学技術研究所の第3期中期計画（2011年～ 2015
年）では「都市圏における複合水災害の発生予測に関する研究」を開始し、マルチセンシン
グ技術の開発、複合水災害の発生機構や予測技術の開発を進めていきます。

図１　科学技術振興調整費研究「気候変動に伴う極端気象に強い都市創り」の概要
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災害リスク情報プラットフォームの開発
 防災システム研究センター   プロジェクトディレクター　藤原　広行

１．はじめに
　防災科研では、これまで、「災害から人命を守り、災害の教訓を活かして発展を続ける災害に強い社

会の実現」を目標として掲げ、地震、火山、気象、土砂および雪氷災害による被害の軽減に関する研

究開発を行ってきました。こうした中、2007 年 6月に閣議決定された長期戦略指針「イノベーショ

ン 25」では、技術革新戦略ロードマップの具体的施策である「社会還元加速プロジェクト」の一つと

して、「きめ細かい災害情報を国民一人ひとりに届けるとともに、災害対応に役立つ災害情報通信シス

テムの構築」が挙げられました。これを受けて、防災科研では、2008 年度より、「災害リスク情報プラッ

トフォーム（Bosai-DRIP）」の研究開発に着手しました。

２．災害リスク情報プラットフォームの概要　
　私たちの生活は、地震、津波、噴火、豪雨、地すべり、雪崩などの自然災害の「リスク」と切り離

すことができません。そこで、「災害リスク情報プラットフォーム（Bosai-DRIP)」の開発プロジェクト

では、個人一人ひとりや地域が、それぞれ、自らの防災対策を立案・実行できるよう、地震災害をは

じめ各種災害に関するハザード・リスク情報を提供すると同時に、それらを活用して防災対策を立案・

実行できる環境を提供することを目的として、これまでに培われた自然災害に関する科学的研究成果

( 専門知）や被災経験・教訓 ( 経験知）などの「知（災害リスク情報）」を、誰もが活用できる形で提供・

流通させ、一人ひとりや地域自らが、これらの「知」を最大限に活かして自らの知（自分知・地域知）

を高め、自助・共助・公助の協働（ガバナンス）による社会全体の防災力を向上させるためのイノベー

ションの創出に取り組んできました。

　具体的には、以下の３つの研究開発を実施し、それらを有機的に結びつけることにより、「災害リス

ク情報プラットフォーム」の構築を目指しています ( 図１）。

（１）災害ハザード・リスク評価システムの研究開発                        

　自然災害に備えるためには、被りうる自然災害のリスクについて知ることが必要です。そのためには、

専門的な調査・研究によるリスクの評価・可視化が重要となってきます。そこで、各種自然災害について、

これまで培われてきた専門的な知見に基づくハザード評価、リスク評価を行い、その成果を可視化さ

れた「災害リスク情報」として提供するための研究開発を行ってきました。

　特に、地震災害に関しては、地震調査研究推進本部で進められている地震動予測地図高度化に資す

る検討を実施し、それら成果は 2009 年 7月に「全国地震動予測地図」として公表されました。これ

に併せて、地震ハザードステーション J-SHIS（http://www.j-shis.bosai.go.jp）の大幅な機能アップを実

施し、「全国地震動予測地図」に関するデータを一元的に管理し、背景地図と重ね合わせてわかりやす

く提供できる新システムを開発し、運用を開始しました。こうした全国的な地震ハザード評価結果に

基づいた全国レベルでの地震リスク評価手法の研究を進めています。また、藤沢市などでは、地域を
限定し詳細な地震ハザード・リスク評価手法の研究開発を実施し、それら情報の利活用に関する実証

的な研究にも取り組んできました。

　その他の災害に関しては、各種自然災害に共通の「災害が発生したという事実」を「今後も発生し

うるというリスク」として集約した「自然災害事例データベース」の構築を目指した研究開発などに
取り組んできました。

15
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（２）災害リスク情報活用システムの研究開発

　変動し複雑化する社会においては、誰にも共通する唯一の防災対策を求めるのではなく、自らの状

態や価値観、置かれた環境などに合わせて、それに適した防災対策を選択・創造していくことが重要

です。そのため、一人ひとり、そして地域に合わせて災害リスク情報を活用し、防災対策を立案・実

行できるサービスと手法の研究開発を実施してきました。具体的には、携帯端末を活用した個人向け

防災支援システム「i- 防災」、e- コミウェアを活用した地域向け防災支援システム「地域防災キット」

などの開発を進めると共に、災害リスクガバナンスを高度化するためのリスクコミュニケーション手

法の開発を実証的に進めてきました。

（３）災害リスク情報相互運用環境の研究開発

　ハザード・リスクの評価や防災対策の立案、実行を効果的に行うためには、そのために必要な知識

や情報がいつでも得られる環境が必要となります。しかし、そうした知識や情報は一カ所にあるので

はなく、社会を構成する様々な主体が分散して保持、管理しています。そこで、その多様な主体が持

つ知識や情報を相互に利用できるような情報環境の構築を目指し、相互運用形式で情報を提供する「相

互運用ｇサーバ」の開発や、災害リスク情報を検索する「災害リスク情報クリアリングハウス」の開

発などを進めています。

３．今後に向けて
　2011 年 4月より防災科研では、独立行政法人として第 3期の中期計画期間が始まります。次期中

期計画期間においては、災害に強い社会の構築にこれまで以上に貢献できる研究所になることを目指

して、「災害リスク情報プラットフォーム（Bosai-DRIP）」の研究開発を引き続き進めていきたいと考

えています。

図１．災害リスク情報プラットフォーム（Bosai-DRIP) が目指す社会像と３つの研究分野。
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地震研究部　井元政二郎
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　本研究では，地震発生が地殻内部の種々の物理量に関係するとの観点から，地震Ｐ波速度構造を用いて，
地震発生位置に関する確率モデルを経験的手法により構築した．過去に発生した地震の震源域におけるＰ波
速度を日本全国の平均と比較し，地震発生域の特徴を指標化した．これを基に，日本各地における地震確率を
算出した．この確率モデルの妥当性は，今後発生する地震により検証される．

　地震の震源域におけるＰ波速度構造の特徴を指標化するため，1961年～
2008年に発生したM5以上の地震（約200個）を選び，震央直下(深さ10km,15km,
20km,25km)でのP波速度(Matsubara et al,2008)の分布を求めた．また，比較の
ために日本全国を覆う0.1度間隔の格子点（約3000点）におけるP波速度分布を
求めた．各深度において，速度の平均値に僅かな差は認められるが，特定深度の
速度のみ用いた場合には，有効性の高い予測は期待できない．複数のP波速度
を同時に用いることにより，より有効な予測が期待できる（図１）．４カ所の深度
でのP波速度に基づく地震確率モデル(VP4L)の構築を試みた．

図１　各地点における２つの深度でのＰ波速度の
関係．横軸：各地点の深さ10kmにおけるＰ波速度；
縦軸：同25kmにおけるP波速度．赤印：震央直下；青
印：日本全国から均等に選んだ地点の直下．二つの
楕円の中心から周辺に向かって，赤印が相対的にま
ばらになっていくのが認められる．

図２　日本各地におけるＭ５地震の期待値をカラーマップで表す．
0.1x0.1度１年当たりの地震数である．赤丸印は，モデル構築に用い
た地震（M>5.0, 1961年～2008年）である．

図４　尤度比の検定．観測された地震を用いて，
VP4LモデルとSUPモデルで尤度を比較する．赤線
：震源の誤差を考慮した対数尤度比の確率密度分
布（縦軸は任意）．青線：VP4Lモデルから期待され
る対数尤度比の(累積)確率分布．観測値は期待値
の許容範囲（5%～95%）にあり，VP4Lモデルは棄
却されない．

　VP4Lモデルで予測される確率値にしたがって全国のカラーマップを作成した
（図２）．地震は，概ね確率値の高い地域で発生していることがわかる．これは，各
震央の確率値頻度分布（図３）により確かめられる．また，過去の地震を用いた
尤度比の検定では，観測値は期待値の許容範囲内にある(図４)．今後，新たに観
測される地震を用いて，VP4Lモデルの妥当性を検証する．

図３　震央における確率の頻度分布．横軸は確率
値（確率利得）である．確率利得：震央の確率値÷
一様発生モデル（SUP)の確率値．

18



地震研究部

高速剪断摩擦試験機を用いて、岩石の動摩擦特性を実験的に調べ、地震破壊現象を再現する。地下深部にお
いては、断層は大きな垂直応力を受けており、ひとたび高速な断層破壊すべりが開始すると、すべり面である断
層は容易に溶融することがわかる。しかしながら、摩擦溶融がおこる直前の非常に短い時間に、断層強度は弱
化しており、この２段階の断層弱化過程が、地震発生時の断層挙動をコントロールしていると考えられる。
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火山防災研究部・地震研究部

防災科学技術研究所では、これまで富士山、伊豆大島、三宅島に孔井式地震傾斜観測装置、広帯域地震計、
GPSなどを装備した観測施設を構築し、マグマの動きを把握することに有効な手段であることを示してきました。
このような複合的な観測方法は他の火山においても応用できることから、研究上重要とされる５火山（有珠山、
岩手山、浅間山、阿蘇山、霧島山）において新たな火山観測施設を整備しました。ここでは新しく観測を始めた
基盤的火山観測施設の観測方法やその状況について報告します。
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表１　新たに整備された火山観測施設

孔井式地震傾斜観測装置

火山観測施設概念図

観測小屋

GPSアンテナ

広帯域地震計
観測坑

観測井
(200m）

雨量計と気圧計も
各観測施設に設置

観測施設の概要
　火山観測施設には，深さ２００ｍの観測井に短周期地震計，傾斜計，温度計が，地
表に広帯域地震計，ＧＰＳ，気圧計，雨量計が設置されている(図２）。各観測機器の
出力信号は，温度変化による影響を避けるため，観測小屋内の地下ピットに納められ
たAD装置でデジタル化（形式精度27bit）されている。GPSデータは屋外に設置したチ
ョークリング式GPSアンテナで受信した信号を観測小屋内の受信機に収録している。

図２ 火山観測施設の概念図と写真（岩手山松川）
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雨量計

ＧＰＳアンテナ（時刻校正用）

観測井（地下に地震計と傾斜計

が設置されている）

火山観測施設（岩手山松川）

観測小屋

データの収集・公開
　GPSデータを除く観測データの収集・流通・公開システムは，当研究所の高感度地
震観測網(Hi-net)のシステムを利用している(図３）。観測施設に設置されたAD装置
にてデジタル化されたデータは， WINフォーマットに準拠したパケットに変換され，
GPSによるタイムスタンプを付加されて，NTTのFR網を利用し東京コントロールセン
ター（東京CC）を経由してつくばのデータセンターに送信される。観測点から送信さ
れたデータは東京CCを経由して気象庁へ分岐され，さらにTDXを経由して各大学へ
送信される。GPSデータは，１時間に１回，上記のIP通信網を利用したFTPかあるいは
電話回線を利用したダイヤルアップにて回収を行っている。
　当研究所へ送信されたデータはデータセンターのディスクサーバへ保存され，
WEBサイトを通じて連続波形データ（WIN32フォーマット，１分ファイルの形式），連続
波形画像（１時間）が公開される予定である。GPSデータは，FTP等により，国土地理
院，大学へデータ提供が行っている。

図３　基盤的火山観測網の観測データ流通の概要図　
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図４　5火山８観測点の配置図、短周期地震計記録ならびに傾斜記録　
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有珠山では近くで発生した微小地震が、浅間山では火山性の低周波地震が記録されています。霧島山万膳、岩手山松川では，近くの地熱地帯で発生しているとみられる地震が多数観測さ
れ、阿蘇山では周期0.5-2秒の孤立型微動が捉えられています。一方、傾斜計の記録においては、機器設置直後のドリフトが落ち着いていない観測点がありますが、いずれの観測点でも地
球潮汐による変動が観測されており，設置状態は良好です。現在のところ，特に火山性と思われる顕著な変動は認められていません。　
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火山噴火やそれに伴う災害は、マグマの動きによりもたらされる現象です。マグマは、固体・液体・気体がまざり
あった複雑な状態にあり、さらには温度や粘性が変化するといったさまざまな要素が絡み合っています。火山
現象の理解と災害軽減のため、数値シミュレーションを活用した火山噴火予知研究に取り組んでいます。

○研究フロー統合管理システム（RCM）を用いた溶岩流シミュレーション ○火砕流シミュレーション

○地下におけるマグマ移動シミュレーション ○火道内における気液二相マグマの上昇過程の
　数値的・解析的研究（噴火の爆発性評価）
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火砕流は、火山で発生する火砕粒子（マグマが固化した岩片）が火山
ガスと大気が混合したガス成分中に懸濁する固気混相流であり、地
面に沿って高温のまま高速で流れ広がる特徴を持っている。このた
め、火砕流は大規模災害に直結する非常に危険な現象であり、火山
噴火に伴う火山周辺地域住民の人命や財産の被害を軽減するため
の効果的な対策に資するために火砕流シミュレーションを実施して
いる。

　

○噴火機構シミュレーション

雲仙普賢岳火砕流シミュレーションの例

地下のマグマたまり～火道のシステムを仮定し、マグマに含まれて
いる気泡が急激に減圧し、膨張して噴火に至る現象を数値シミュレ
ーションで再現している。このような地下の状況を模式的に再現
することにより、噴火のメカニズムを把握することができる。

○目的
・噴火タイプの多様性，噴火の推移
過程を支配する火道内マグマ上昇
メカニズムを明らかにする．
・気液二相マグマが，マグマ溜りか
ら地表まで火道内を流れて地表の
噴火現象に至るまでの過程を，流
体力学数値モデルを用いて解析．

○火道流モデル
・円筒火道内のマグマ上昇
・揮発成分の析出によるマグマ発泡
・マグマからのガス分離（脱ガス）
・マグマ結晶化のカイネティクス
・上昇に伴うマグマ粘性の増加

・発泡＞脱ガス ⇒ マグマ膨張
  ⇒ 爆発的噴火（巨大噴煙）
・脱ガス＞発泡 ⇒ マグマ収縮
  ⇒ 非爆発的噴火（溶岩ドーム，溶岩流）

○結果１：マグマ溜まり圧力とマグマ流量の関係に関する解析
・定常流モデルによって，火道システム
におけるマグマ溜まり圧力とマグマ流
量の関係（PQ図）の振る舞いを調べる．
・マグマ発泡，脱ガス，結晶化の効果に
よって，PQ図に安定領域と不安定領域
が出現する．
・不安定領域：急激な噴火タイプの遷移
をもたらす．
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・脱ガスの浸透率を変化させた
  場合のPQ図の振る舞い

・PQ図における不安定領域からの
  火道流の時間発展変化（噴火推移）

○結果２：非爆発的噴火から爆発的噴火への推移過程
・時間発展モデルによって，非爆発的噴火から爆発的噴火への遷移過程を解析．
・地球物理学的観測データとの比較が可能な，火道内圧力の時系列的な変動プ
ロセスなどの数値シミュレーションに成功した．
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・噴火の推移過程における，火道内のマグマ圧力（赤）と発泡度（青）分布の時系列変化
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防災システム研究センター
災害リスク情報プラットフォーム研究PJ
【プロジェクトＨＰ】http://bosai-drip.jp/

「地震ハザードステーション J-SHIS (Japan Seismic Hazard Information Station)」は、
国が公表する「全国地震動予測地図」をWeb上でわかりやすく閲覧したり、

必要なデータを取得することができるシステムです。
インターネットにつながればどなたでも利用できます。

ホームページのアドレスは、 http://www.j-shis.bosai.go.jp/ です。

地震ハザードステーション J-SHIS

＜トップページ＞
今後３０年以内に
震度６弱以上の
揺れに

見舞われる確率

震度を変えて表示

東京駅で検索して拡大表示

透過率を変えて地図と重ね合わせ

さらに拡大して詳しい情報を表示

震度６強以上の揺れに見舞われる確率

震度５強以上の揺れに見舞われる確率

震度５弱以上の揺れに見舞われる確率

「想定地震地図」タブで活断層を表示

拡大して断層（ここでは「立川断層」）を選択

想定される震度分布が表示される

興味ある地域を拡大して表示 活断層を表示
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防災システム研究センター EDM国際展開研究チーム
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防災システム研究センター
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http://www.geo-stn.bosai.go.jp/jps/index.html
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①

①  H22 鹿児島奄美大島水害 ( 提供：自然災害情報室　鈴木 )

③  H22 Ｅディフェンスを用いたコンクリート系建物の震動台実験 （提供：広報普及課　関口）

⑦  H22 丸の内キッズフェスタ 　Dr. ナダレンジャー（提供：広報普及課　矢崎）

②  H20 中国四川大地震 ( 提供：防災システム研究センター　ハオ 憲生）

④  H23 霧島新燃岳噴火（提供：火山防災研究部　長井）

⑤  H23 新庄市内豪雪（屋根雪崩で埋まった車）（提供：雪氷防災研究センター　佐藤威）

⑥  H21 防府市内調査　国道 262 号線沿い 下右田佐波山隧道手前（提供：防災システム研究センター　坪川）

防災科学技術研究所　第 7回成果発表会　講演・ポスター概要集
　
　　　　　　平成 23 年 2月 25 日発行
　　　　　　平成 23 年 3月 24 日Web 版
　
編集・発行　独立行政法人防災科学技術研究所
　　　　　　企画部　広報普及課
　　　　　　〒305-0006　茨城県つくば市天王台３－１
　　　　　　電話　(029)863-7792
　　　　　　http://www.bosai.go.jp
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	表１
	ii-iii110307
	iv-v110322
	01-02
	03-04
	05-06
	07-08
	09-10
	11-12
	13-14
	15-16
	17-18
	19-20
	21-22
	23-24
	25-26
	27-28
	29-30
	31-32110310
	33-34110307
	35-36110322
	37-38110318
	39-40
	41-42
	43-44
	45-46110324_4
	47-48110322
	49-50110322
	51-52110322
	53-54110322
	55-56110322
	57-58110322
	表４



